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水害リスク評価のための行政部局間相互利用を前提とした  
流域データベース維持管理に関する研究  

 

南葉潤一†1	 畑山満則†2	  
 
概要：今日，地理空間情報の効率的な利活用の推進は全社会に関わる重要な課題として認識されており，特に行政が

保有する地理空間情報の活用については，行政部局間での相互的な二次利用を推進することで業務効率性及び総合性
を高めることが求められている．しかしながら，行政分野における二次利用推進については既往のガイドライン及び

報告等が提示されているものの，具体的なデータ構成や整備更新のスケジューリングに関する提示は未だ見られな

い．また行政分野における地理空間情報の活用先として，国民の安全確保に資する災害リスクの評価が規定されてい
る．そこで本研究では，行政分野における二次利用促進というフレームワークにおいて，具体的な応用実証モデルと

して水害リスク評価事業を分析対象とし，多数の地理空間情報から構成される流域データベースの行政相互利用を前

提とした維持管理手法を構築・提案する．具体的には，①インプットデータの諸元データとして，実世界における地
形変化を捉える法定台帳を二次利用する手法，②簡易測量作業が内包する測量誤差に着目した，LPデータ修正作業量
を軽減する手法の 2プロセスからなる維持管理工程を構築する． 
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A Study on Watershed Geographic Database Management 
considering Each Utilization between Governmental Departments 

for Evaluation of Flood Risk Distribution 
 

JUNICHI NAMBA†1	 MICHINORI HATAYAMA†2	 	 	 	  
 
Abstract: Input data, which is given to flood simulation as parameters, is generally produced from exiting Information such as 
maps and data; we call this process “secondary-utilization of existing data”. However, in case that the accuracy of existing data is 
not enough, we have to modify the input data in order to maintain the accuracy of input data, so when we update the input data, 
we have to pay the cost of modifying process; this is “Data Accuracy Problem”. On the other hand, in case that the updating pitch 
of existing data is longer than the updating pitch of input data, we cannot maintain the freshness of input data; this is “Data 
Freshness Problem”. Research objective is to propose the database management method that solves the two problems, by 
focusing on flood simulation in Shiga prefecture as a case study, and by analyzing the producing process of input data from 
existing data. In concretely, we propose the method that utilizing the other existing data in order to update and maintain the 
freshness of input data. 
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1. はじめに   

	 今日，地理空間情報の効率的な利活用の推進は全社会に

関わる重要な課題として認識されている．特に行政が保有

する地理空間情報の活用については，“国及び地方公共団体

部局等が保有する測量成果等は，当該部局内部で利用する

だけではなく，公共財として行政他部局や社会一般におい

て広く積極的に活用されることが求められる”ことが掲げ

られている[1]．具体的な指針として，地理空間情報活用推

進基本法では，”行政の各分野において必要となる地理空間

情報の共用等により，地図作成の重複の是正，施策の総合

性を図り，行政運営の効率化及びその機能の高度化を実現

すること”が規定され，また測量法では”測量成果の正確

                                                                    
 †1 京都大学	 大学院	 情報学研究科 
   Graduate School of Informatics, Kyoto University 
 †2京都大学	 防災研究所	  
   Disaster Prevention Research Institute, Kyoto University 

性を確保し測量の重複を排除すること”が規定されている．

以上の方針を踏まえると，測量成果等の地理空間情報のあ

り方として，当該の地理空間情報に応じた目的・精度保証

をはじめ，行政の重複投資の排除を踏まえた上で，積極的

に二次利用を促進していくことが望ましいと言える． 

	 行政分野における二次利用推進については，既往のガイ

ドライン及び報告等が提示されているものの，その内容は

①地理空間情報の活用推進を図る上での二次利用の必要性

を明示したもの[1]，②地方公共団体が地理空間情報を調達

または提供する際の，知的財産権および個人情報保護等の

取り扱いについて法的観点から説明したもの[2]，③地理空

間情報の流通を行う上で検討すべき課題について比較的具

体的に述べたもの[3]であり，実際に行政内で二次利用を行

う上での具体的なデータ構成や整備更新のスケジューリン

グに関する記載は未だ見られない． 

	 また，行政による地理空間情報の活用例として，”地理空
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間情報の活用の推進に関する施策は、国及び地方公共団体

がその事務又は事業の遂行にあたり積極的に取り組んで実

施することにより、効果的かつ効率的な公共施設の管理、

防災対策等の推進等が図られ、もって国土の利用、整備及

び保全の推進並びに国民の生命、身体及び財産の保護に寄

与するものでなければならない”ことが地理空間情報活用

推進基本法において規定されている．さらに地理空間情報

の利活用に係る 新の計画においても，防災分野，特に災

害リスクの評価のために地理空間情報を活用することが提

唱されている． 

	 このように，地理空間情報の利活用によって防災対策や

災害リスク評価を行い，国民の安全を図ることが必要とさ

れている一方で，その具体的な実施手段としての行政を中

心とした二次利用方法については未だに体系的な検討がな

されていない．そこで本研究では，行政分野における二次

利用促進というフレームワークにおいて，具体的な応用実

証モデルとして水害リスク評価事業を分析対象とし，多数

の地理空間情報から構成される流域データベースの行政相

互利用を前提とした維持管理手法を構築・提案する． 

	 第 2章では，本研究の問題意識を明確にすると共に，地

理空間情報の二次利用応用先としての一般的な水害リスク

評価と，本研究で分析対象とする地先の安全度評価の関連

性について述べ，対象事例としての妥当性について述べる．

第 3章では，地先の安全度評価事業における地理空間情報

からなる流域データベース維持管理の現状について分析を

行う．第 4章では，地先の安全度評価に必要なデータの品

質を確保するためのデータベース維持管理プロセスを構築

する．第 5章では，二次利用目的を達成するための一次整

備情報が存在しない場合における効率的なデータ管理プロ

セスを構築し実証実験を行う．第 6章では本研究を総括す

る． 

 

2. 対象事例とする水害リスク評価事業  

2.1 本研究の具体的な問題意識  
	 平成 13年の水防法改正により，洪水予報河川及び水位周

知河川に指定された河川について，洪水防御に関する警告

の基本となる降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が

想定される区域（浸水想定区域）の指定と，指定の区域及

び浸水した場合に想定される水深を浸水想定区域図として

公開することが義務付けられた．内閣府社会資本整備審議

会の答申[4]によると，近年では，地球規模の気候変動の影

響で，時間雨量 50mm以上の短時間強雨の発生件数が約 30

年まえの 1.4倍に増加し，日降水量 100㎜，200mm以上の

日数も増加していることが報告されており，河川整備基本

方針で定める基本高水を上回る洪水の発生も見られるよう

になった．同答申では，このような状況下での具体的な適

応策として，災害リスクの評価と災害リスク情報の共有を

掲げており，それを実現するためのプロセスとして，単一

規模の降雨シナリオだけでなく様々な規模の降雨シナリオ

や複数の河川が氾濫した場合の浸水想定を作成し提示する

ことを掲げている． 

	 浸水想定区域図の作成については，「洪水浸水想定区域図

作成マニュアル」，「中小河川浸水想定区域図作成の手引き」

といった国交省の公開するマニュアルに従って作成するこ

とが一般的である．これらのマニュアルでは，氾濫解析の

手法について，十分な記載があるものの，計算機で解析を

行う際に必要とされるデータ（以下，インプットデータ）

については，満たすべき条件が中心で，入手手段や整備方

法についてはほとんど記載が見られない． 

	 実際に氾濫解析を行う際には，インプットデータは，既

存の整備図面や数値情報（以下，諸元データ）を加工して

整備されることが多いが，これらの諸元データは氾濫解析

のために整備されているわけではないので，必要な項目は

一元管理されておらず，諸元データの存在しない項目もみ

られる．しかし，このような一時凌ぎ的なやり方でのデー

タ整備では，河川整備の進捗や災害発生に伴う復旧事業に

より浸水想定区域図を見直す際に，初期作成時と同じコス

トをデータ整備にかける必要があり，行政に大きな負担を

強いることとなる． 

	 本研究では，水害リスク評価に必要な多数の諸元データ

から構成されるデータベースの維持管理コストを軽減し，

持続可能性をもたらすための，データベース維持管理方法

について体系的な検討を行う． 

 

2.2 標準的な水害リスク評価プロセス  

	 治水事業を行う上で，河川が氾濫した場合における浸水

想定区域を氾濫シミュレーションによって事前に算出する

ことは重要な施策である．「洪水浸水想定区域図作成マニュ

アル」に示される洪水浸水想定区域図の標準フローから，

計算機による解析部分は，設定された降雨規模に応じた流

出計算，河道内不定流計算，浸水解析の 3つからなること

が読み取れる．つまり，この 3つの解析のために必要な情

報がインプットデータであると考えられる． 

 

2.3 地先の安全度評価事業における水害リスク評価プ
ロセス  

	 本研究では，「洪水浸水想定区域図作成マニュアル」では

具体的に記述されていないインプットデータやその諸元デ

ータについての分析を行うことを目的とするため，以降で

は具体的な浸水想定区域図作成事例をベースに考察を進め

ることとする． 

	 ケースとして取り上げるのは，滋賀県流域政策局が作

成・公開している「地先の安全度マップ」である．滋賀県

では，平成 26年 3月 31日に「滋賀県流域治水の推進に関

する条例」（以下，流域治水推進条例）が公布・施行されて
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